
事業事前評価表 

 

１．案件名 

国名：エジプト・アラブ共和国 

案件名：カイロ地下鉄四号線第一期整備事業 

L/A 調印日：2012 年 3 月 19 日 

承諾金額：32,717 百万円 

借入人：エジプト・アラブ共和国（Arab Republic of Egypt） 

 

２．事業の背景と必要性  

(1) エジプトにおける運輸交通セクター(都市交通)の開発実績（現状）と課題 

大カイロ都市圏では、人口の増加、自動車台数の増加に伴う交通量増に道路整備が伴

わず、交通渋滞が慢性化しており、今後も都市化の進展に伴い一層の交通渋滞の深刻

化が懸念されている。エジプト政府は、同都市圏郊外に工業地域・住宅地域等の機能

を持つ衛星都市を建設することにより既存都市圏の人口分散を推進しているが、都市

圏の拡大に伴う交通混雑の影響は、都市間交通にまで及び始めている。 

(2) エジプトにおける運輸交通セクター(都市交通)の開発政策と本事業の位置づけ 

エジプト政府は、第 6次経済社会開発五カ年計画(2006/07～2011/12 会計年度(7 月～

6 月))において、運輸セクターに関して、増加する需要に対する複数の交通モードに

よる効率的な対応を基本方針の 1つとし、その中で大カイロ都市圏における地下鉄の

増強に取り組むこととしている。また、2007 年に国土開発計画庁により作成されたカ

イロ・ビジョン 2050 において、地下鉄 4 号線は、大カイロ都市圏の交通モードの拡

充に向け、特に緊急性の高い事業と位置付けられている。 

(3) 運輸交通セクター(都市交通)に対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

我が国は、エジプト国別援助計画において、「都市内交通改善」を、三大重点分野「持

続的成長と雇用創出の実現」の下の「投資・ビジネス環境改善」における開発課題の

柱の一つと位置付けている。かかる方針に基づき、JICA ではこれまでに、「大カイロ

都市圏総合交通計画調査」、（2002 年）、「大カイロ都市圏持続型都市開発整備計画調査」

（2007 年）などの開発計画全体に対するマスタープラン策定の他、「カイロ都市有料

高速道路事業化のための運営資金計画」（2005 年）、「カイロ都市有料高速道路優先整

備区間 F/S 調査」（2007 年）、「カイロ地下鉄 4 号線整備事業準備調査」など個別プロ

ジェクトの F/S 調査についても支援を実施してきた。 

(4) 他の援助機関の対応 

・フランス政府の協力によるカイロ地下鉄一・二号線整備事業（開通済み）。 

・フランス政府の協力によるカイロ地下鉄三号線整備事業が進行中（一部開通済み）。 

(5) 事業の必要性 

大カイロ都市圏では都市化の進展による人口増加、公共交通における過度の道路交通

依存、自動車の急速な普及が進んだため、慢性的な交通渋滞が深刻化している。既存

の公共交通（バス、鉄道）の輸送能力の制約、及び市内の用地不足や人口の市内への

集中のため道路網の大幅な拡大が困難な状況にあることから、交通渋滞緩和のために

大量公共輸送機能を整備し道路交通依存の軽減を図ることは、エジプト国政府の経済

円借款用 



社会開発計画の柱のひとつである。従って、本事業実施の必要性・妥当性は高い。 

 

３．事業概要 
 

(1) 事業の目的 

大カイロ都市圏南西部（エル・マレック－エル・サレ～エル・アシュガール間）に地

下鉄を建設することにより、増加する交通需要への対応と深刻化する交通渋滞の緩和

を図り、もって同国経済の発展に寄与するものである。 

(2) プロジェクトサイト/対象地域：大カイロ都市圏 

(3) 事業概要（調達方法を含む）： 

① 地下鉄建設（土木、建築、施設、車輌）(STEP 条件による国際競争入札)  

② コンサルティング・サービス（施工監理等）（ショート・リスト方式） 

(4) 今次借款額：32,717 百万円       

(5) 事業実施スケジュール（協力期間） 

2012 年 4 月～2022 年 9 月を予定（計 126 ヶ月）。運転開始時（2020 年 9 月）をもって

事業完成とする。  

(6) 事業実施体制 

 1) 借入人：エジプト・アラブ共和国 

 2) 保証人：なし 

 3) 事業実施機関／実施体制：運輸省トンネル公団（NAT） 

 4) 操業・運営／維持・管理体制：運輸省トンネル公団（NAT） 

(7) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境社会配慮： 

① カテゴリ分類：A 

② カテゴリ分類の根拠：本事業は｢国際協力機構環境社会配慮ガイドライン(2010

年 4 月公布)」に掲げる鉄道セクターに該当するため。 

2) 貧困削減促進：特になし     

3) 社会開発促進（ジェンダーの視点、エイズ等感染症対策、参加型開発、障害者

配慮等）：女性専用車両の設置、高齢者・障害者の利用に配慮した設備の設置 

(8) 他スキーム、他ドナー等との連携：特になし    

(9) その他特記事項：有償勘定技術支援により詳細設計及び入札書類作成等を実施

（調査内容：設計、施工計画立案、工事費概算、入札書類作成等。） 

 

4. 事業効果 

(1) 定量的効果 
 1) 運用・効果指標 

指標名 
基準値 

（実績値） 
目標値(2020 年) 
【事業完成時1】 

旅客輸送量（千人・km／日）  3,228 

運行数（本／日）  396 

稼働率（%）  90.1 

                                                  
1 本事業は事業完成時に運用・効果の発現が見込まれるところ、事業完成予定の 2020 年における目標値を記載す

る。 



車輌キロ（km／日）  54,490 

始点・終点間の所要時間（分） 502 30.5 
2) 内部収益率 

以下前提に基づき、本事業の経済的内部収益率（EIRR）は 12.3%、財務的内部収益率
（FIRR）は 1.3%となる。 
【EIRR】 

費用：事業費（税金を除く）、運営・維持管理費 
便益：車輌走行費削減、所要時間短縮、排出量（NOx、SO2等）の削減 
プロジェクトライフ：40 年 

【FIRR】 
費用：事業費、運営・維持管理費 
便益：運賃収入 
プロジェクトライフ：40 年 

(2) 定性的効果 
・大カイロ都市圏における交通混雑の緩和 
・モーダルシフトによる交通公害の緩和 
・移動の定時性確保による利便性の向上 
・大カイロ都市圏の経済発展 
 

5. 外部条件・リスクコントロール 

特になし。 

 

6. 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 

(1) 類似案件の評価結果 

過去の類似案件の評価結果から、他の交通モードとの乗り換えの利便性の向上および

沿線の住宅開発等による潜在的需要の喚起等が重要である、との教訓が得られている。 

(2) 本事業への教訓 

本事業においては、NAT により地方自治体等との連携が図られ、バス等の交通モード、

地域開発計画との整合性が確保される予定である。 

 

7. 今後の評価計画 

(1) 今後の評価に用いる指標 

1) 旅客輸送量（千人・km／日） 

2) 運行数（本／日） 

3) 稼働率（%） 

4) 始点・終点間の所要時間（分） 

5) 経済的内部収益率（EIRR）（％） 

6) 財務的内部収益率（FIRR）（％） 

 (2) 今後の評価のタイミング 

事業完成 2年後 

以 上  

                                                  
2 公共交通機関（バス等）を利用した際の所要時間 


